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衆議院経済産業委員会ニュース 

平成 25.4.24 第 183 回国会第９号 

 

4 月 24 日（水）、第９回の委員会が開かれました。 

 

１ 消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法案（内閣提出

第 36号） 

・茂木経済産業大臣、稲田国務大臣（公正取引委員会担当）、山際内閣府大臣政務官、亀岡内閣府大臣政務官、竹内財

務大臣政務官、杉本公正取引委員会委員長及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）立教大学名誉教授               舟 田 正 之君 

     法政大学大学院イノベーション・マネジメント研究科教授 

                            小 川 孔 輔君 

     日本税理士会連合会常務理事・調査研究部長   上 西 左大信君 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

（政府に対する質疑） 

近 藤 洋 介君（民主） 

・消費税の転嫁を阻害する表示に関して、早急にガイド

ラインを作成する必要性があると考えるが、政府の見

通しはどうなっているのか。 

・消費税率引上げに関して、特に来年以降数年間にわた

り消費喚起策を実施する必要があると考えるが、茂木

経済産業大臣の見解を問う。 

 

丸 山 穂 高君（維新） 

・消費税の適正な転嫁を行う事業者が企業努力により自

己負担で実施する消費税還元セールは、本法案の「消

費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する」という趣旨に

反しないと思われるが、消費税還元セール自体を禁止

する意義は何か。 

・消費税増税による消費者心理の落ち込みが予想される

が、対応策の検討状況はどうなっているのか。 

 

木 下 智 彦君（維新） 

・本法案では、「特定事業者」及び「特定供給事業者」の

定義に関して資本金や事業規模に着目した基準が設け

られているが、現実における卸売業者と小売業者の間

の力関係に即して考えると、基準が適切でないのでは

ないか。 

・本法案は、平成 29 年３月 31 日限りで失効するとして

いるが、施行日や消費税率の引上げ時期が確定してい

ない現在においては、失効日の定めは適切でないので

はないか。 

三 谷 英 弘君（みんな） 

・1997 年の消費税増税に際して消費税の価格転嫁が成功

しなかった原因を政府はどのように考えているのか。 

・価格転嫁された消費税が内税方式で表示されると、商

慣習上の値ごろ感のある価格設定を維持するために商

品の品質を落とすことが考えられるため、外税方式を

導入することが消費者の利益に沿うと思われるが、政

府の見解を問う。 

 

塩 川 鉄 也君（共産） 

・現在でも中小企業の多くが大規模小売事業者に対し消

費税を価格転嫁できておらず、中小事業者が自己負担

している現状について、茂木経済産業大臣はどのよう

に認識しているのか。 

・今回の消費税増税が多くの小規模事業者の廃業ないし

倒産の引き金になるとの懸念があるが、この点に対す

る茂木経済産業大臣の見解を問う。 

 

（参考人に対する質疑） 

武 村 展 英君（自民） 

・本法律案に対する政府の広報活動の重要性及び留意点

について参考人の見解を伺いたい。 

・消費税の転嫁を阻害する表示を規制することの妥当性

及びガイドライン策定に当たっての留意点について参

考人の見解を伺いたい。 

 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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江 田 康 幸君（公明） 

・消費税の転嫁拒否の事例を報告した事業者の保護を行

いつつ、そのような事例の情報収集を適切に行うため

に、政府はどのような対応を取るべきだと考えるか。 

・消費税の転嫁を阻害する表示に対する規制について、

具体的にどのようなガイドラインを策定するべきだと

考えるか。 

 

岸 本 周 平君（民主） 

・表示価格に消費税が含まれる「総額表示」が採用され

ているフランスでは、消費税をコストとして捉え、ト

ータルでの転嫁を考えているが、我が国と異なるこの

ような考え方についてどのような意見を有しているか。 

・診療報酬において消費税が非課税とされている制度の

在り方について参考人の見解を伺いたい。 

 

今 井 雅 人君（維新） 

・本法案が禁止する「買いたたき」に当たるか否かの判

断に関して、専門的行政職員が必要だとされるのはな

ぜか。 

・政府が検討している軽減税率に関して、軽減税率及び

インボイス方式の是非について参考人の見解を伺いた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 谷 英 弘君（みんな） 

・今までの価格を維持しようとする業者の努力に対する

規制は、自由な競争の促進及び事業者の創意を発揮さ

せるという独禁法の趣旨に反するのではないか。 

・民間事業者の立場から考えた場合、現実問題として本

法案による転嫁拒否対策は実効性を有しているか。 

 

塩 川 鉄 也君（共産） 

・多くの中小企業が現在でも消費税を価格転嫁できてい

ないという現状についてどのように考えるか。また、

価格転嫁ができていない要因は何か。 

・いわゆる下請けいじめに対して、本法案はどのような

効果があるか。 

 


